
様式５
施設整備推進上の課題への技術的支援
１　建設工事及び設計業務の施工者（技術者）確保への支援
　建設工事・設計業務に係る施工者（技術者）不足は全国的な課題であり、当機構が執行する入札においても、不調・不落、あるいは、同一業者による応札が定常化している。本業務履行期間中の施設整備（事業費見込み：約30億円）を完遂するには、過去の契約実績と地域性を踏まえた合理的な発注方法への転換など、施工者確保策が必要である。施工者確保に向けた具体的な方策と支援内容の提案を求める。
	
































注：A4縦長横書きに記載すること。（罫線については省略可。最大2枚まで。）


様式６
施設整備推進上の課題への技術的支援
２　整備費抑制への支援
　物価や人件費の高騰を背景として病院経営は極めて厳しい状況にある。こうした状況下においても必要な施設整備は行わなくてはならないが、執行に当たっては、徹底した整備費抑制の取組が必要である。整備費抑制のための具体的な方策と支援内容の提案を求める。
	


































注：A4縦長横書きに記載すること。（罫線については省略可。最大2枚まで。）


様式７
施設整備推進上の課題への技術的支援
３　合理的な事業推進のための連携体制の構築
　技術職の確保は全国的な課題であり、当機構技術職の増員等も困難な状況にある。本業務履行期間中の施設整備は、PFI事業（本業務対象外）を含めると80億円規模となる見込みであり、現行の体制でこれら事業を推進するには、機構職員と当該業務との業務区分を厳格化し、合理的な事業推進のための連携体制を構築する必要がある。本業務の仕様は、従来の工事施工に重点を置いた支援から、より高度な技術を要する計画段階（概算・設計段階）への支援にシフトする。また、工事施工の支援に当たっては、定例会議等は原則WEB化、提出書類の請求確認における重複業務は除外するなどの見直しを行っている。こうした趣旨を踏まえ、合理的な事業推進のための連携体制をどのように構築するかについて提案を求める。
	





























注：A4縦長横書きに記載すること。（罫線については省略可。最大2枚まで。）


様式８
施設整備推進上の課題への技術的支援
４　施設整備に合わせた脱炭素化への支援
　当機構では、事務事業の推進により排出する温室効果ガスを2050年までに実質ゼロとする目標を定めている。施設整備は、大幅に脱炭素化を図ることのできる好機であることを踏まえ、本事業の推進に当たり、脱炭素化への支援をどのように行うかについて提案を求める。
	


































注：A4縦長横書き1枚に記載すること。（罫線については省略可。最大2枚まで。）

